
阿波市全庁評価シート　令和２年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 1 8

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

元 2 3

款 6 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

3,623

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

80
人

目標

実績

60
実績

20
7

期間設定なし

唐渡雄平
シート作成日

農林水産業費

令和３年７月２８日
シート作成者名主務課長名 森　克彦

令和

公的関与

課名産業経済部

基本事務事業名 野菜ソムリエ活動促進
農業振興課
事務事業名 キッズ野菜ソムリエ育成事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
キッズ野菜ソムリエを育成し、農業体験を通して「食」の大切さや感謝の気持ちを学び、また各種イベントにおいて市内産野菜等のＰＲ
を行い、地域の豊かさを認識し理解を深めるなど、食育活動を通じた魅力ある住みやすいまちづくりを行います。

今年度

対象（誰を、
何を）

市内小学生

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 令和令和単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
キッズ野菜ソムリエ任命イベントの開催。

野菜の販売活動や調理実習、あるいは各種イベントにおける本市産野菜等のＰＲの実施。

地 方 債

令和

60

会　　計 一般会計
2

0.600
1,800

0.600

年度予算 備考
農業振興費

年度決算
農業費

5,453

3,671

0

556
556

3,653

1,800

目標

3令和

目標
実績

令和

0.600

1,800
1,800

予算費目
年度決算元

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

キッズ野菜ソムリエ育成人数

指標名

0
4,2275,423

臨時･嘱託工数･経費

育てよう！阿波ベジキッズ育成委託業務実施要領

臨時･嘱託職種

令和

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

３．人が輝き合う阿波
（２）食育の充実
（４）野菜ソムリエの育成
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ3

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

事業効果が高いことから、コストは
適当であると思います。
また、市から野菜ソムリエ組織が独
立して事業運営ができる体制強化
が必要です。

二次評価一次評価の説明
食育活動や本市産野菜のＰＲが効
果的に実施できています。
令和２年度から「キッズ野菜ソムリ
エ」育成を推進するため、各小学校
におけるクラス単位での任命イベン
トを開始しています。

徳島県で初めての取り組みで話題
性もあり、事業目的の達成に向けて
大変有効的な事業展開ができてい
ます。

目標設定に対して概ね達成できてい
ます。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 2
効率性 有効性必要性

4
達成度

3
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

野菜ソムリエコミュニティ阿波と連携し、キッズ野菜ソムリエの育成に努めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ｂ

令和２年度以降は、キッズ野菜ソムリエの人数が大きく増加することから、育成した「キッズ野菜ソムリエ」を
今後どのような形で野菜や果物のスペシャリストに育てるかが課題です。
また、市から野菜ソムリエ組織が独立して事業運営できる体制強化が必要です。

拡大・充実

「キッズ野菜ソムリエ」の中からリーダー的存在となり得るキッズ野菜ソムリエを発見し、食育活動や大人の
野菜ソムリエと共に活動を進めながら、野菜・果物のスペシャリストとして養成していく必要があります。
野菜ソムリエコミュニティ阿波でどのように事業を行っていくのか、検討が必要と考えます。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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Ｎｏ． 23 － 2 8

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

元 2 3

款 6 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．豊かで活力ある阿波
（１）農業の振興と森林の保全
（２）地域特性を生かした農産物の生産 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

伝統・挑戦・活力の阿波市農業振興事業費補助金交付要綱

臨時･嘱託職種 参与 参与 参与

令和

正職員工数･経費

900
7,338

0.300
5,176

臨時･嘱託工数･経費 0.300

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

制度利用者数

指標名

0.700

50
50

予算費目
年度決算元

国 庫 支 出 金

目標

3令和

目標
実績

令和

16,769

4,282

0.300 957

2,156
2,156

4,262

11,550

年度予算 備考
農業振興費

年度決算
農業費

0.700
11,550

0.700

2

地 方 債

令和

10

会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
阿波市ブランドの構築に向けた販売組織・経営力強化の推進。

阿波市農業の発展と強い農業づくりのための県単補助への上乗せ支援。

「ブランド育成品目」について、県の各種補助事業の推進と併せて、市単独によるきめ細かな農業の振興策を講じます。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 令和令和単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
県下一の農業地帯であることや生命のもととなる食料を生産する市民に欠かせない産業であることを基本的な考えとし、農業者が農業により生活で
きる条件を整えることと、市民の理解と消費に支えられた農業を進めることによって、本市農業の維持・発展を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

農業関係者

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名産業経済部

基本事務事業名 阿波市ブランド推進事業
農業振興課
事務事業名 阿波市ブランド推進事業

期間設定なし

唐渡雄平
シート作成日

農林水産業費

令和３年７月２８日
シート作成者名主務課長名 森　　克彦

令和

公的関与

1
人

目標

実績

10
実績

10
1

Ｄ
Ｏ

900

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

4,226
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総合評価
Ａ

近年の農業環境や時代ニーズの変化に対応する阿波市独自の有効的な施策を
迅速に展開する必要があります。

拡大・充実

随時、事業内容の見直しや新たなメニューづくりを進め、効果的な施策を推進しま
す。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

農業環境の変化に対応した事業内容等の見直しを進めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

有効性必要性
4

達成度
3

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

事業を継続実施することは、農
業の維持発展に有効です。
また、近年の農業環境の変化に
対応できる補助金メニューづくり
が進んでいます。

現在、まだ目標を達成できてい
ませんが、事業を継続して実施
することにより、農業の維持発展
を図っていきます。

二次評価一次評価の説明
基幹産業である農業の維持・発
展を目指すため、他市町にはな
い本市独自の施策であり、必要
な事業です。

効率的な事業の実施に努めてい
るが、時代ニーズの変化に対応
できる補助金内容の見直しや新
たなメニューづくりを随時進めて
いく必要があります。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ3

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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Ｎｏ． 23 － 3 8

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

元 2 3

款 6 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

3,019

Ｄ
Ｏ

0

1,396

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

25
品

目標

実績 3
2

実績 22

期間設定なし

唐渡　雄平
シート作成日

農林水産業費

令和３年７月２８日
シート作成者名主務課長名 森　　克彦

令和

公的関与

課名産業経済部

基本事務事業名 阿波市のいいもの販売促進・6次化推進連携事業

農業振興課
事務事業名 阿波市のいいもの販売促進・6次化推進連携事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
「応援します！阿波市で育ったいいものを」をスローガンとして、頑張る生産者の熱い想いが込められた認証品を広く市場、消費者へアピールすること
で、ブランド産品の創出や更なる生産意欲の喚起と収益の増加を目指すとともに、“農業立市・阿波市”のイメージアップを図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

農業者、加工品製造者

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 令和令和単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
本市で生産される農産物や加工品の開発支援並びに認証。

認証品のＰＲ。

徳島県や他市町と連携して設置した「とくしま六次産業化推進連携協議会」と共にＰＲ活動の実施。

30（R6）

地 方 債

令和

2

会　　計 一般会計

2,600

箇所

0

2

0.500
5,365

0.500

25
2

年度予算 備考
農業振興費

2

年度決算
農業費

8,409

3,059

0

1,895
3,043

3,044

2,765

2目標

3令和

目標
実績 0

令和

回

0.500

4,361
5,757

予算費目
年度決算元

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

特産品認証数

県外でのＰＲ回数

農産物加工所設置数

指標名

0
6,1028,776

臨時･嘱託工数･経費

伝統・挑戦・活力の阿波市農業振興事業補助金交付要綱等

臨時･嘱託職種

令和

正職員工数･経費

1,148

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．豊かで活力ある阿波
（１）農業の振興と森林の保全
（２）地域特性を生かした農産物の生産
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

本事業の目的を効率的に達成
するためには、斬新なＰＲ方法な
ど、他市町が実施している類似
事業のノウハウを取り入れる必
要があります。

二次評価一次評価の説明
ブランド産品の創出や農業生産
意欲の喚起、また阿波市のイ
メージアップに繋げるために必要
な事業です。

事業を継続的に実施することに
よって、ブランド産品の創出や農
業生産意欲の喚起、また阿波市
のイメージアップに繋がる有効な
事業です。

現在、25商品が阿波市の特産品
として認証され、その魅力を市内
外にＰＲしています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 4
効率性 有効性必要性

4
達成度

3
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

ＰＲ活動を積極的に行い、”農業立市”阿波市のイメージアップを図り販路の拡大
に繋げます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

特産認証品の拡大や今後における効果的ＰＲ方法を検討する必要があります。

拡大・充実

認証制度の周知徹底を図り、特産認証品の拡大を推進するとともに、重点的にＰＲするこ
とによって、ブランド産品の創出を図る必要があります。
県や他市町と共同で立ち上げた協議会と共に、市単独では難しいＰＲ等を実施します。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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Ｎｏ． 23 － 4 6

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

元 2 3

款 6 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．豊かで活力ある阿波
（１）農業の振興と森林の保全
（２）地域特性を生かした農産物の生産 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

徳島県農林水産政策関係事業補助金交付要綱・阿波市農林水産業振興事業費補助金交付要綱など

臨時･嘱託職種

令和

正職員工数･経費

0
93,84542,817

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

制度利用者数

指標名

0.600

3,671
39,194

予算費目
年度決算元

国 庫 支 出 金

目標

3

85,724

令和

目標
実績

令和

87,860

3,671

0

4,450
90,174

3,653

1,260

年度予算 備考
農業振興費

年度決算
農業費

0.600

82,947

84,207
0.600

2

地 方 債

令和

8

会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

食料自給率の向上に向け、｢供給力向上｣をテーマとした住民自らの提案に基づいた地域提案型事業を総合県民局等において募集し、支援します。

農山漁村の資源を活用した農林水産業の6次産業化を目指し、農林水産業の収益力の向上、雇用の創出や地域の活性化に必要な機械設備の整備を支援します。

地域農林水産業の持続的発展と農山漁村の活力創出に向けて、地域が主体となって様々な課題を解決するために行う取組を支援します。

ブランド産地の生産力を高め、消費感度の高い産地づくりを加速させるため、必要な機械、施設等の整備を支援します。

地産地消の推進のため、地域の農畜水産物を学校給食、病院食等へ供給する体制整備の取組を支援します。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 令和令和単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 ブランド品目の生産力を維持、増強する取り組みや魅力を活かす取り組み等を支援し、地域農業の発展振興を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

農業協同組合、安定的かつ持続的経営体が主体となり組織する団体、農業生産法人等

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名産業経済部

基本事務事業名 農山漁村未来創造事業
農業振興課
事務事業名 農山漁村未来創造事業

期間設定なし

瀬尾　拓史
シート作成日

農林水産業費

令和３年７月２８日
シート作成者名主務課長名 森　　克彦

令和

公的関与

11
人

目標

実績

8
実績

8
7

Ｄ
Ｏ

0

35,523

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

3,623
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総合評価
Ａ

　農業を取り巻く環境が変わりゆく中、農業者のニーズに応じた取組が迅速にできるよう支
援する必要があります。
　ブランド品目の生産力を維持、増強する取り組みや農山村の魅力を活かす取り組みを支
援する必要があります。

拡大・充実

ブランド品目の生産力を維持、増強する取り組みなどを支援します。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

徳島県単独の農業振興事業であるため、市内の農業者が、この制度を活用でき
るよう周知や支援を行います。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

有効性必要性
3

達成度
3

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 4
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

必要な機械や施設の整備により
作業の効率化と、コスト削減が
図れます。

事業周知により概ね達成できて
おり、今後も制度の周知徹底を
図ります。

二次評価一次評価の説明
ブランド品目の生産力を維持・増
強する取組や、農山村の魅力を
活かした取組を支援する必要が
あります。

必要な機械や施設の整備等によ
り作業の効率化が図れます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

元 2 3

款 6 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,208

Ｄ
Ｏ

0

33
17

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

3
ha

目標

実績

20
実績

20
1

期間設定なし

玉井久実子
シート作成日

農林水産業費

令和３年７月２８日
シート作成者名主務課長名 森　克彦

令和

公的関与

課名産業経済部

基本事務事業名 環境保全型農業推進事業
農業振興課
事務事業名 環境保全型農業直接支払事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 環境保全に効果の高い営農活動を支援することにより、地球温暖化防止や生物多様性の保全に貢献します。

今年度

対象（誰を、
何を）

農業者

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 令和令和単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
有機農業の取組み。（化学肥料・化学合成農薬を使用しない取組）

カバークロップ（緑肥）の作付け。

冬期湛水の実施。

地 方 債

令和

4.5

会　　計 一般会計

200
2

0.200

100

400
0.200

年度予算 備考
農業振興費

年度決算
農業費

1,618

1,224

0

67
268

1,218

100

目標

3

67

令和

目標
実績

令和

0.200

17
67

予算費目
年度決算元

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

取組面積

指標名

0
1,4921,275

臨時･嘱託工数･経費

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律

臨時･嘱託職種

令和

正職員工数･経費

134

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．豊かで活力ある阿波
（１）農業の振興と森林の保全
（２）地域特性を生かした農産物の生産
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ｂ2

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

国の要綱・要領に従い事業を実施し
ていますが、補助金申請手続きが複
雑になっています。

二次評価一次評価の説明
農産物の安全な生産環境を保全す
る必要があります。

農産物に対して強い安全性が求め
られている中で、化学肥料や農薬の
誤使用による生産環境の破壊を防
ぐ環境保全型農業を実施することで
安全・安心な農産物を消費者に供給
できる農家を支援します。

GAP等の要件が追加されたため、環
境保全型農業への取り組みが減少
しています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

1
有効性

4 2
効率性 有効性必要性

4
達成度

2
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

実施計画に沿って、事業を進めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ｂ

平成30年度の要綱改正において、ＧＡＰの取組みが要件化され交付要件が厳格
になったことから、環境保全型農業の取組面積が減少しています。
農業者が取り組みやすくなるような支援が必要となっています。

拡大・充実

環境保全型農業の重要性を認識していただくため、ＰＲ等を推進します。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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Ｎｏ． 23 － 6 8

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

元 2 3

款 6 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．豊かで活力ある阿波
（１）農業の振興と森林の保全
（５）多様な担い手の育成 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

伝統・挑戦・活力の阿波市農業振興事業費補助金交付要綱

臨時･嘱託職種

令和

正職員工数･経費

0
612604

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

農業法人化等数

指標名

0.100

0
0

予算費目
年度決算元

国 庫 支 出 金

目標

3令和

目標
実績

令和

709

612

0

0
0

609

100

年度予算 備考
農業振興費

年度決算
農業費

0.100
100

0.100

2

地 方 債

令和

2

会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
農業経営の法人化等の取組を支援します。

農業法人協会の取組を支援します。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 令和令和単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 農業設備等のコストを削減し、農業経営を持続また改善できる体制を確立するため、農業経営の法人化等の取組を支援します。

今年度

対象（誰を、
何を）

農業関係者

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名産業経済部

基本事務事業名 農業法人組織化等促進支援事業

農業振興課
事務事業名 農業法人組織化等促進支援事業

期間設定なし

川原歩夢
シート作成日

農林水産業費

令和３年７月２８日
シート作成者名主務課長名 森　克彦

令和

公的関与

0
数

目標

実績

2
実績

2
0

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

604
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総合評価
Ｂ

近年の農業環境の変化に対応する阿波市独自の有効的な施策を迅速に展開す
る必要があります。

拡大・充実

補助金内容の見直しや新たなメニューづくりを進め、効果的な施策を推進します。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

担い手不足・高齢化といった問題の解決、市場での信頼度の向上のためには、
有効な手段の一つであります。今後とも本市の農業が発展できるよう法人化を推
進します。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

有効性必要性
3

達成度
1

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

2
有効性

4 2
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

農業を法人化することによる各
種メリットを受けるため、事業を
継続実施することは、農業の維
持発展に有効です。

現在、まだ目標を達成できてい
ませんが、事業を継続して実施
することにより、農業法人を育成
し、本市農業の維持発展を図り
ます。

二次評価一次評価の説明
基幹産業である農業の維持・発
展を目指すため、他市町にはな
い本市独自の施策であり、必要
な事業です。

効率的な事業の実施に努めてい
るが、補助金内容の見直しや新
たなメニューづくりを進め、より効
果的に実施する必要がありま
す。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ｂ3

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　令和２年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 7 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

元 2 3

款 6 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

3,019

Ｄ
Ｏ

0

28,476

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

556
戸

目標

実績 258
250

625
実績

637
625

期間設定なし

玉井久実子
シート作成日

農林水産業費

令和３年７月２８日
シート作成者名主務課長名 森　克彦

令和

公的関与

課名産業経済部

基本事務事業名 中山間地域等直接支払交付金事業

農業振興課
事務事業名 中山間地域等直接支払交付金事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 農業生産条件が不利な中山間地域において、耕作放棄の発生を防止し、農用地の多面的機能の確保を図ります。

今年度 集落協定に基づく多面的機能の増進や体制整備に向けた取り組みに対し交付金を交付し、継続して事業を推進します。

対象（誰を、
何を）

集落協定により5年間の農業生産活動等を行う組織

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 令和令和単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
耕作放棄防止等の活動

水路・農道等の清掃及び管理補修

多面的機能の増進（景観作物の作付けや周辺林地の下草刈り、ビオトープの確保など）

地 方 債

令和

560

250

会　　計 一般会計

240

2

0.500

27,482

39,186
0.500

年度予算 備考
農業振興費

年度決算
農業費

42,230

3,059

0

11,600
38,771

3,044

11,704

250目標

3

27,171

令和

目標
実績

令和

ha

0.500

11,970
40,446

予算費目
年度決算元

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

協定参加者

事業対象面積

指標名

0
41,83043,465

臨時･嘱託工数･経費

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律

臨時･嘱託職種

令和

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．豊かで活力ある阿波
（１）農業の振興と森林の保全
（３）農用地の保全
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ3

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

事業の実施は、国が定めた要綱・要
領に従い行っています。また、独自
のシステムで管理するなど、事務コ
ストの削減を図っています。

二次評価一次評価の説明
耕作放棄地発生防止等の活動によ
り、多面的機能の増進を図ります。

上流部の水源涵養、洪水防止等の
多面的機能により、下流域の住民の
生命・財産と豊かな暮らしが守られ
ています。また、事業を継続すること
により成果の向上が見込まれます。

平地に比べ条件不利な中山間地の
耕作放棄の発生等を防止するため、
集落協定により5年間継続して多面
的機能の増進活動等を実施する政
策です。集落協定に定められた事項
については、概ね達成しています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 3
効率性 有効性必要性

4
達成度

3
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

適正に農地の保全管理などが行われるよう、助言等に努めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

中山間地域の高齢化や担い手の減少が進む中で、耕作放棄地の増加など農用地の維持
管理が困難な状況になり、多面的機能の発揮に支障が生じることが懸念されています。今
後も農業・農村が有する多面的機能を適切に発揮させるとともに、担い手への農地集積を
後押ししていく必要があります。

拡大・充実

現状の地域における集落協定による取り組みを継続するとともに、農地が農地として維持
され、将来にわたって多面的機能が発揮されることを確保していきます。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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Ｎｏ． 23 － 8 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

元 2 3

款 6 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

3,019

Ｄ
Ｏ

1,718

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

17
ｈａ

目標

実績

4
実績

3
17

期間設定なし

中倉惇仁
シート作成日

農林水産業費

令和３年７月２８日
シート作成者名主務課長名 森　克彦

令和

公的関与

課名産業経済部

基本事務事業名 農地中間管理事業
農業振興課
事務事業名 農地中間管理事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 農業経営の効率化や生産コストの低減、耕作放棄地の未然防止のために、地域の担い手への農地集積、集約化を促進します。

今年度

対象（誰を、
何を）

離農者等の農地

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 令和令和単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
農地の貸し手、借り手の募集・把握

農地のマッチング

農地中間管理機構を通じた利用権の設定

地 方 債

令和

4

会　　計 一般会計
2

0.500
2,962

0.500

年度予算 備考
農業振興費

年度決算
農業費

8,041

3,059

2,962

1.000 2,035

0
2,794

2,794

3,044

0

目標

3令和

目標
実績

令和

0.500

2,540
5

2,545

予算費目
年度決算元

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

貸付面積

指標名

1,980
7,832

1.000
7,282

臨時･嘱託工数･経費 1.000

農地中間管理事業の推進に関する法律等

臨時･嘱託職種 農地中間管理事業推進員 農地中間管理事業推進員 農地中間管理事業推進員

令和

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．豊かで活力ある阿波
（１）農業の振興と森林の保全
（４）農業生産基盤の整備
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

農地中間管理事業の専属人員を配
置し、事務コストの削減を図っていま
す。

二次評価一次評価の説明
農地集積・集約化が進み、農業の生
産性の向上や耕作放棄地の解消に
必要な施策です。

農地集積・集約化を進めるために有
効な施策であり、継続して事業を進
める必要があります。

農地の貸し手が少なくなり、貸付面
積の実績が減少しています。
今後、耕作放棄地などを把握し、農
地中間管理事業を通じて利用権設
定を進める必要があります。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 4
効率性 有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

適正に農地の集積等が行われるよう、助言等に努めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

農地を「貸したい方」と「借りたい方」との仲介がある程度実現したことから、貸付面積の実
績が減少していますが、農業従事者の高齢化等により、今後益々耕作放棄地が拡大する
ことが予想されるため、継続して事業を進めていく必要があります。

拡大・充実

本事業の取り組みを継続することにより、農地の集積、集約を促進させ、農地保全や耕作
放棄地の解消を行います。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

元 2 3

款 6 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．豊かで活力ある阿波
（１）農業の振興と森林の保全
（４）農業生産基盤の整備 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

人・農地問題解決加速化支援事業実施要綱

臨時･嘱託職種

令和

正職員工数･経費

0
2,4852,452

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

中心となる経営体数

指標名

地域農業の担い手の確保
が喫緊の課題であるため

0.400

37
37

予算費目
年度決算元

国 庫 支 出 金

目標

3令和

目標
実績

令和

2,522

2,447

0

38
38

2,435

87

年度予算 備考
農業振興費

年度決算
農業費

0.400
87

0.400

2

地 方 債

令和

320

会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

「人・農地プラン」の実質化に向けた工程表を作成。

地域の中心となる経営体（担い手）等の登録受付。

地域農業者等の話合い（地域座談会）の開催。

阿波市人・農地プラン検討会の開催。（プランの作成・更新を協議）

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 令和令和単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
地域農業の中心となる経営体（担い手）の確保、またその経営体への農地集積等を行うため、それぞれの集落・地域における徹底的
な話合いにより「人・農地プラン」を作成し（見直し）、人と農地の問題を一体的に解決していきます。

今年度

対象（誰を、
何を）

市内農業者等

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名産業経済部

基本事務事業名 人・農地プラン事業
農業振興課
事務事業名 人・農地プラン事業

期間設定なし

唐渡雄平
シート作成日

農林水産業費

令和３年７月２８日
シート作成者名主務課長名 森　克彦

令和

公的関与

384
経営体

目標

実績

315
実績

310
359

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

2,415
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総合評価
Ａ

今後、農家の高齢化による担い手不足やこれに伴う耕作放棄地の増加などが予想される
中で、毎年度の適切なプランの見直しの前提となる地域座談会への参加者を如何に確保
するか、またそのために座談会のあり方を改善していく必要があります。
国等が行う事業の実施要件に「プランの実質化」が加えられたため、実質化を進めていく
必要があります。

拡大・充実

地域座談会のあり方を見直し、参加者確保に努めます。
「プランの実質化」に向けた工程表を作成し、実質化を行います。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

担い手確保や農地の集積・集約化の推進、耕作放棄地の未然防止などのために
も事業を進めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

有効性必要性
3

達成度
4

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

4
有効性

4 2
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

本事業の主である「適切なプラン
の作成」は、本市の農業振興
上、必要不可欠です。

目標は達成していますが、今後
の高齢化等による担い手不足を
鑑み、長期的な視点で担い手の
確保・育成を図る必要がありま
す。

二次評価一次評価の説明
国等が行う事業の実施要件に、
本事業（プラン）の適切性等が問
われるなど、必要性は高くなって
いますが、その手段・方法につい
ては改善の余地があると思われ
ます。

事業に係るコストは高くありませ
んが、職員主体から地域農業者
が主体となる取り組みに転換す
るなど、効率化を図る余地はあり
ます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ3

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

元 2 3

款 6 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

4,226

Ｄ
Ｏ

2,220

72,887

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

6
経営体

目標

実績

8
実績

8
6

期間設定なし

藤本誠也
シート作成日

農林水産業費

令和３年７月２８日
シート作成者名主務課長名 森　克彦

令和

公的関与

課名産業経済部

基本事務事業名 農業次世代人材投資事業
農業振興課
事務事業名 農業次世代人材投資事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 新たに農業を始めた青年等に対し、経営が不安定な就農直後に資金を交付することで、農業経営の継続・発展を促進します。

今年度

対象（誰を、
何を）

市内農業者等

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 令和令和単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
初期投資や就農直後の不安定な時期を下支えするための資金を交付します。

経営・技術、営農資金、農地の確保といった課題に対応できる「新規就農者訪問相談員」によるサポートを行います。

地 方 債

令和

8

会　　計 一般会計

77,813
2

0.700
78,913

0.700

年度予算 備考
農業振興費

年度決算
農業費

85,555

4,282

1.000 2,380

700
70,695

4,262

1,100

目標

3令和

目標
実績

令和

0.700

804
73,691

予算費目
年度決算元

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

新規採択者数

指標名

2,240
77,217

1.000
80,137

臨時･嘱託工数･経費 1.000

農業経営基盤強化促進法

臨時･嘱託職種 新規就農者訪問相談員 新規就農者訪問相談員 新規就農者訪問相談員

令和

正職員工数･経費

69,995

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．豊かで活力ある阿波
（１）農業の振興と森林の保全
（５）多様な担い手の育成
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

新規就農者訪問相談員を設置
し、効率的な事業運営を実施し
ています。

二次評価一次評価の説明
新規就農者など、新たな担い手
を確保するために必要な事業で
す。

本事業は、就農直後の不安定な
時期を下支えし、農業経営を継
続さすために大変有効な事業で
す。

目標は概ね達成していますが、
今後も継続して新規就農者の確
保・育成が必要となります。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 4
効率性 有効性必要性

4
達成度

3
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

新規就農者を確保するために、所得向上に繋がる魅力ある農業施策を継続して
進めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

農家の高齢化による担い手不足やこれに伴う耕作放棄地の増加などが予想される中で、
今後も継続して新規就農者の確保・育成が課題となります。

拡大・充実

新たな担い手の確保及び就農直後のサポート体制を強化します。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　令和２年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 11 8

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

元 2 3

款 6 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．豊かで活力ある阿波
（１）農業の振興と森林の保全
（５）多様な担い手の育成 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

伝統・挑戦・活力の阿波市農業振興事業費補助金交付要綱

臨時･嘱託職種

令和

正職員工数･経費

0
612604

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

集落営農組織数

指標名

0.100

0
0

予算費目
年度決算元

国 庫 支 出 金

目標

3令和

目標
実績

令和

809

612

0

0
0

609

200

年度予算 備考
農業振興費

年度決算
農業費

0.100
200

0.100

2

5（R4）

地 方 債

令和
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
集落営農の組織化を目指す取組を支援します。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 令和令和単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 農業設備等のコストを削減し、農業経営を持続又改善できる体制を確立するため、集落営農の組織化を目指す取組を支援します。

今年度

対象（誰を、
何を）

農業関係者

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名産業経済部

基本事務事業名 集落営農組織等推進事業
農業振興課
事務事業名 集落営農組織等推進事業

期間設定なし

川原歩夢
シート作成日

農林水産業費

令和３年７月２８日
シート作成者名主務課長名 森　克彦

令和

公的関与

0
数

目標

実績

実績 0

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

604



阿波市全庁評価シート　令和２年度実施事業対象

総合評価
Ｃ

近年の農業環境の変化に対応する阿波市独自の有効的な施策を迅速に展開す
る必要があります。
また集落営農に関しては、取組がないことから、縮小するかどうか検討する必要
があると思われます。

拡大・充実

補助金内容の見直しや新たなメニューづくりを進め、効果的な施策を推進します。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

集落の維持や農地の保全などのためには、必要な事業と考えています。
周知を行い、集落営農の組織化を進めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

有効性必要性
2

達成度
2

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

2
達成度

2
有効性

3 4
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

後継者不足の農家が増える中、
事業を継続実施することは、農
業の維持発展に有効です。

現在、まだ目標を達成できてい
ませんが、事業を継続して実施
することにより、集落営農組織の
設立を図っていきます。

二次評価一次評価の説明
基幹産業である農業の維持・発
展を目指すため、他市町にはな
い本市独自の施策であります。
しかし、当該事業は平成23年度
を最後に申請がないため、ニー
ズが減少しているものと考えま
す。

効率的な事業の実施に努めてい
るが、補助金内容の見直しや新
たなメニューづくりを進め、より効
果的に実施する必要がありま
す。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

3 Ｃ4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　令和２年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 12 8

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

元 2 3

款 6 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

3,019

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

7
回

目標

実績

10
実績

10
19

期間設定なし

唐渡雄平
シート作成日

農林水産業費

令和３年７月２８日
シート作成者名主務課長名 森　克彦

令和

公的関与

課名産業経済部

基本事務事業名 野菜ソムリエ活動促進
農業振興課
事務事業名 野菜ソムリエ活動促進

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
子供から大人まで幅広い年齢層に阿波市産の野菜や果物の魅力を情報発信できる団体等を支援することにより、農産物のブランド化
や地産地消、食育等の推進を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

野菜ソムリエ組織

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 令和令和単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
野菜ソムリエ組織に必要な会議費、研修費、事務費等に係る費用を支援します。

地 方 債

令和

10

会　　計 一般会計
2

0.100
200

0.100

年度予算 備考
農業振興費

年度決算
農業費

809

612

0

25
25

609

200

目標

3令和

目標
実績

令和

0.500

200
200

予算費目
年度決算元

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

ＰＲ活動回数

指標名

0
6373,219

臨時･嘱託工数･経費

阿波ベジ活性化魅力発信事業費補助金交付要綱

臨時･嘱託職種

令和

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．豊かで活力ある阿波
（１）農業の振興と森林の保全
（６）交流と協働の促進



阿波市全庁評価シート　令和２年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ3

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

野菜ソムリエが進める活動費の
一部を負担することによって、効
率的な農業振興が図られていま
す。

二次評価一次評価の説明
これからの農業振興は、農業者
だけでなく、市民や民間団体、行
政などの連携が求められている
ため、必要な事業と考えます。

野菜ソムリエを通じて、市内産の
野菜や果物の魅力を情報発信
することができ、有効と考えま
す。

野菜ソムリエ組織において、市
内産の野菜・果物の魅力を情報
発信する様々な活動が進められ
ています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 3
効率性 有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

野菜ソムリエコミュニティ阿波と連携し、阿波市産野菜の魅力などの情報発信を
継続して推進します。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

野菜ソムリエのレベルアップが必要です。なお、野菜ソムリエコミュニティ阿波の
事務局は、平成30年度より、概ね農業振興課から野菜ソムリエが行っています
が、完全に独立した体制づくりが課題であります。

拡大・充実

今後、野菜、果物の魅力を情報発信してもらうための新たな事業計画が必要で
す。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　令和２年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 13 8

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

元 2 3

款 6 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

604

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

81.7
万人

目標

実績

100
実績

100
84.9

期間設定なし

大道　剛
シート作成日

農林水産業費

令和３年７月２８日
シート作成者名主務課長名 森　克彦

令和

公的関与

課名産業経済部

基本事務事業名 産業観光活性化事業
農業振興課
事務事業名 産業観光活性化事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 地域の資源である農産物を核とした地域おこしを支援し、本市の農業･商業、そして観光の発展を一体的に推し進めます。

今年度

対象（誰を、
何を）

阿波市観光協会

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 令和令和単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
農業・商業、そして観光の発展を一体的に推し進めるため、地域の資源である「食」を核とした地域振興の取り組みを支援します。

地 方 債

令和

100

会　　計 一般会計
2

0.100
4,000

0.100

年度予算 備考
農業振興費

年度決算
農業費

4,609

612

0

4,000
4,000

609

4,000

目標

3令和

目標
実績

令和

0.100

4,000
4,000

予算費目
年度決算元

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

観光客入込客数

指標名

0
4,6124,604

臨時･嘱託工数･経費

阿波市農林水産業振興事業費補助金交付要綱

臨時･嘱託職種

令和

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．豊かで活力ある阿波
（１）農業の振興と森林の保全
（６）交流と協働の促進
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ｂ2

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

観光協会が進める活動費の一
部を負担することによって、効率
的な農業振興・PRが図られてい
ます。

二次評価一次評価の説明
これからの農業振興は、農業者
だけではなく、市民や民間団体、
行政などの連携が求められてい
るため、必要な事業と考えます。

観光協会を通じて、阿波市の農
業や市内産の野菜・果物の魅力
を情報発信することができ、有効
と考えます。

観光協会において、阿波市の農
業や市内産の野菜・果物の魅力
を情報発信する様々な活動が進
められています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

2
有効性

4 2
効率性 有効性必要性

3
達成度

2
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

地域資源である農産物と観光事業が連携し、本市の農業・観光振興の発展に向
けた取組を進めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ｂ

観光協会と連携し、更なる阿波市の魅力PRに務めるべきと考えています。

拡大・充実

補助金内容の見直しや新たなメニューづくりを進め、効果的な施策を推進します。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない


